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１．事業所の概要

（１）事業所名並びに代表者名

堤　電　気　株　式　会　社

代表取締役　　堤　 浩範

（２）所在地

　【本社】

〒８４８－００２７

佐賀県伊万里市立花町２４０１番地１

ＴＥＬ：０９５５－２３－６３３３

ＦＡＸ：０９５５－２３－１７１１

　【松浦営業所】

〒８５９－４５３６

長崎県松浦市調川町下免字大毛３５８－１１

ＴＥＬ：０９５６－７２－３３２７

ＦＡＸ：０９５６－７２－２３２８

（３）環境管理責任者の連絡先

責任者：堤　悠樹

連絡先：０９５５－２３－６３３３

メールアドレス：ｔｔｍ＠ｐｏ．ｓａｇａｎｅｔ．ｎｅ．ｊｐ

（４）事業内容

電気設備の設計・施工【一般住宅、公共施設、商業施設、工場など】

空調設備の設計・施工【一般住宅、公共施設、商業施設、工場など】

給排水衛生設備、浄化槽設備の設計・施工【一般住宅、公共施設など】

消防設備、電気通信設備の設計・施工

太陽光発電設備、オール電化設備等の省エネルギーの提案・設計・施工

（５）主な保有資格・免許

電気施工管理技士、監理技術者

管工事施工管理技士、監理技術者

土木施工管理技士

第一種・二種電気工事士

消防設備士（甲、乙）

高所作業車運転技能講習、移動式クレーン、玉掛け技能講習

高圧ケーブル工事、浄化槽設備士、給水装置工事主任技術者　他
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（６）登録許可番号

国土交通大臣許可（特－４）第１１３８４号【電気工事】

国土交通大臣許可（般－４）第１１３８４号【管 工 事】

国土交通大臣許可（般－４）第１１３８４号【消防設備】

国土交通大臣許可（般－４）第１１３８４号【土木工事】

伊万里市水道事業指定工事店　第１１７号

伊万里市下水道排水設備指定工事店　第３０－８号

（７）事業の規模

（８）決算月

毎年７月３１日

２．認証・登録の対象範囲

（１）事業活動

（２）対象事業所

本社、松浦営業所

　上記の全組織・全活動

電気設備・空調設備・給排水設備・浄化槽設備・消防設備・電気通信設備の設

計・施工、太陽光発電設備・オール電化設備の提案・設計・施工

資 本 金

従業員数（ 令 和 ４ 年 １ 月 現 在 ）

令 和 ４ 年 度 売 上 高

：３７百万円

：２２人

：７０６百万円

松浦営業所

１７百万円

２人

全　　体 本　　社

６８９百万円

２０人

３７百万円
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文書５

３．実施体制

環境管理責任者

・環境経営システムを構築し実行するための必要な権限を持つ。

・環境目標と環境活動計画も作成する。

・環境目標の達成状況及び環境活動計画の実施状況を確認、評価する。

・上記の結果を代表者に報告する。

エコアクション２１　実施体制

職　種 役割・責任・権限

代表者

・代表者として環境方針を定める。

・環境管理責任者、ＥＡ環境事務局員を任命。

・環境への取組みを実施するための資源（人材、資金、設備等）を準備。

・環境経営システム全体の評価と見直し。

ＥＡ２１

環境事務局

・システム運用上の事務管理一般。

・環境活動計画の実績集計

・環境情報の収集と伝達。

部門責任者

・環境方針、環境目標、環境活動計画を各部門全員に周知する。

・各部署における環境経営システムの実施と確認。

・部内の教育訓練の実施。

・部内の問題点の発見と是正及び予防処置

全従業員
・環境方針の理解と環境活動の重要性を自覚する。

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加する。

代 表 者

代表取締役

堤 浩範

環境管理責任者

堤 悠樹 ＥＡ２１環境事務局

堤 悠樹

営業部

責任者

【 宮本 亮二 】

（松浦営業所）

他、２名

総務部

責任者

【松永 歩美】

他、２名

工事部

責任者

【 森田 貴久 】

他、４名

全従業員数：２２名

工務部

責任者

【 池田 光延 】

他、１０名



４．環境経営方針

【基本理念】

堤電気株式会社は、世界的な環境問題に対応し、自然環境の保全に努め、

社員一人ひとりが事業活動のなかで、地球環境に配慮した施工・管理を行い、

継続的改善に努め、循環型社会の構築に貢献していきます。

【環境行動方針】

１．環境に配慮した事業活動を推進するために次の項目を重点課題として

　　取り組みます。

（１）電気、燃料等の使用量を節減し、二酸化炭素排出量の削減に取り組みます。

（２）建設廃棄物の分別並びにリサイクル活動に取り組みます。

（３）節水に努め、水資源の使用抑制に取り組みます。

（４）環境に配慮した工事施工を行います。

（５）地域貢献活動への積極的な取り組みをします。

（６）全従業員への教育を周知徹底し、環境保全に対する認識を高める

　　ことによる社内の意識醸成に努めます。

２．事業活動に関する環境関連法規を遵守します。

制定日　平成２９年１２月２５日

改定日　令和４年１月１５日

堤　電　気　株　式　会　社

代表取締役 堤　　浩範
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文書２

作成日 改訂日 代表者 環境管理責任者 作成者(事務局)

基準期間

2021年1月～

21年12月

2022年1月～

2022年12月

2023年1月～

2023年12月

2024年1月～

2024年12月

１．二酸化炭素排出量の削減 全体 Kg－CO₂ 59,489 58,894 58,299 57,704

① 電気使用量の削減 全体 kWh 24,573 24,327 24,082 23,836

全体 L 18,155 17,973 17,792 17,610

事務所 L 6,320 6,257 6,194 6,130

現場 L 11,835 11,717 11,598 11,480

③軽油使用量の削減 全体 L 2,127 2,106 2,084 2,063

２．廃棄物排出用の削減

① 一般廃棄物排出量の削減 事務所 Kg 4,490 4,445 4,400 4,355

② 産業廃棄物のリサイクル率の向上 現場 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

３．総排水量の削減

水使用量の削減 全体 ㎥ 188 186 184 182

４．周辺環境に配慮した工事施工の提案 全体 件数 0 1 1 1

５．地域貢献活動への取組み 全体 回数 2 2 2 2

６．従業員への環境教育 全体 回数 2 2 2 2

備考 ：購入電力の二酸化炭素排出係数は「0.479kg-CO2/kWh（九州電力　2020年度実績）調整後排出係数」を使用した。（九州電力ホームページより）

：参考URL：https://www.kyuden.co.jp/environment_notice02.html

：その他燃料別排出係数は環境省より使用した。

：参考URL：https://www.env.go.jp/council/16pol-ear/y164-04/mat04.pdf

：事務所は本社及び松浦営業所を含む

堤　悠樹2022/1/15環境経営目標（２０２２年度）

目　　　標

2021年度
2022年度

（1％削減）

2023年度

（２％削減）

2024年度

（３％削減）

- 堤　浩範 堤　悠樹

単　位

② ガソリン使用量の削減

環境目標
サイト

区分



文書３

１．二酸化炭素排出量の削減

1 松永

2 各自

事務所 堤 1 宮本

1 森田

2 各自

1 森田

2 森田

２．廃棄物排出量の削減

1 松永

2 松永

1 池田

2 池田

３．総排水量の削減

本社 堤 1 松永　水使用量の削減 日常的な節水の励行（バルブ調整等）

担当者
スケジュール

１～３月 ４～６月 ７～９月 １０～１２月

② 産業廃棄物のリサイクル率の向上 現場 池田
残余資材の利用

梱包材（段ボール等）のリサイクル

取 組 目 標
サイト

区分
責任者 達　成　手　段

担当者
スケジュール

１～３月 ４～６月 ７～９月 １０～１２月

① 一般廃棄物排出量の削減 事務所 松永
コピー用紙の減量（裏紙の使用等）

再資源化品目の分別の徹底

③ 軽油使用量の削減 現場 森田
作業車の駐車中のエンジンストップ

環境配慮型重機の使用

取 組 目 標
サイト

区分
責任者 達　成　手　段

４～６月 ７～９月 １０～１２月

② ガソリン使用量の削減

エコドライブの励行

現場 池田
エコドライブの励行

車両点検

環境管理責任者 作成者(事務局)

環境経営計画（２０２２年度） 2022/1/15 - 堤　浩範 堤　悠樹

① 電気使用量の削減 全社 堤
不在時にエアコンを切る

不要時の消灯（昼休み、外出時）

作成日 改訂日 代表者

堤　悠樹

取 組 目 標
サイト

区分
責任者 達　成　手　段 担当者

スケジュール

１～３月



文書３

４．環境に配慮した工事施工の提案

1 池田

2 就業時間外の作業の削減 池田

3 森田

５．地域貢献活動への取組

1 堤

2 堤

６．従業員への環境教育

1 堤

2 堤

スケジュール

１～３月 ４～６月 ７～９月 １０～１２月

　従業員への環境教育 全体 堤
年２回のエコアクション検証報告会の実施

関係法令の掲示板等での周知（改訂等）

担当者

　地域貢献活動への取組 全体 堤
事務所周辺の景観保全

各種業界団体の清掃活動への参加

取 組 目 標
サイト

区分
責任者 達　成　手　段

　環境に配慮した工事施工の提案 全社 堤

余分な材料発注を控える

環境配慮型重機の使用

取 組 目 標
サイト

区分
責任者 達　成　手　段

取 組 目 標
サイト

区分
責任者 達　成　手　段 担当者

スケジュール

１～３月 ４～６月 ７～９月 １０～１２月

担当者
スケジュール

１～３月 ４～６月 ７～９月 １０～１２月



７．環境経営目標の実績

【活動期間　２０２２年１月～１２月】

区分 単位
基準年

（2021年)
目標 実績 達成率 結果の評価

二酸化炭素排出量削減 Kg－CO₂ 59,489 58,894 58,988 99.8% 目標数値に対して達成できなかった。

電力使用量 全体 kWh 24,573 24,327 26,136 92.6% 目標数値に対して達成できなかった。

ガソリン使用量 全体 L 18,155 17,973 17,196 104.3% 目標数値に対して達成できた。

事務所 L 6,320 6,257 5,873 106.1% 目標数値に対して達成できた。

現場 L 11,835 11,717 11,323 103.4% 目標数値に対して達成できた。

軽油使用量 全体 L 2,127 2,106 2,814 66.4% 目標数値に対して達成できなかった。

廃棄物排出量の削減

一般廃棄物 全体 Kg 4,490 4,445 4,702 94.2% 目標数値に対して達成できなかった。

産業廃棄物 現場 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0% 目標数値に対して達成できた。

総排水量の削減

水使用量 全体 ㎥ 188 186 235 73.7% 目標数値に対して達成できなかった。

環境に配慮した工事施工

全体 件数 0 1 0 0.0% 目標数値に対して達成できなかった。

地域貢献活動

全体 回数 2 2 2 100.0% 目標数値に対して達成できなかった。

環境教育

全体 回数 2 2 2 100.0% 目標数値に対して達成できなかった。

環境経営目標
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８．環境経営計画の取組結果とその評価及び残り期間の取組み内容

【活動期間　２０２１年１月～１２月】

判定 評　　価 次年度の取組内容

二酸化炭素排出量削減

電力使用量
不在時にエアコンを切る

不要時の消灯（昼休み、外出時等）
△

コロナ渦による事務所にいる時間の増

加、冷暖房の使用増加によると考え

る。

電力使用機器類の省エネ機器へ

の取替検討

ガソリン使用量
エコドライブの励行

車両点検
〇

エコドライブを実行しているかは個人

任せになっているので、評価し辛い。
燃費が悪い車の買い替え検討

軽油使用量
エコドライブの励行

省エネ重機の使用
×

高所作業者、ユニック車、油圧ショベ

ルの使用が多かった。
継続していく。

廃棄物排出量の削減

一般廃棄物
コピー用紙の減量（裏紙の使用等）

再資源化品目の分別の徹底
△

日頃から行っているので特に問題はな

い。
継続していく。

産業廃棄物
残余資材の再利用

梱包材（段ボール等）のリサイクル
〇 達成できた。 継続していく。

総排水量の削減

水使用量
日常的な節水の励行（バルブの調整等）

洗車時の節水の励行
×

植栽への散水、車両水洗いなどが原因

であると考える。
継続していく。

環境に配慮した工事施工

環境に配慮した工事施

工の提案

余分な材料発注を控える

就業時間外の作業の削減

環境配慮型重機の使用

×

余分な材料発注については各担当者で

バラつきがあった。

残業時間は減っている。

残業しないように注意喚起す

る。

材料発注については主に週末会

議にて指導を行う。

地域貢献活動

地域貢献活動への取組
事務所周辺の景観保全

各種業界団体の清掃活動への参加
〇

コロナ渦の中でも開催されたボラン

ティアに参加した。
継続していく。

環境教育

従業員への環境教育
年２回のエコアクション報告会の実施

関係法令の掲示板等での周知（改訂等）
〇

７月と１２月の全体会議にて周知を

行った。
特になし

※〇：実施できた　　△：十分とは言えなかった　　×：不十分であった

活　動　項　目
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文書２

作成日 改訂日 代表者 環境管理責任者 作成者(事務局)

基準期間

2021年1月～

21年12月

2022年1月～

2022年12月

2023年1月～

2023年12月

2024年1月～

2024年12月

１．二酸化炭素排出量の削減 全体 Kg－CO₂ 59,489 58,894 58,299 57,704

① 電気使用量の削減 全体 kWh 24,573 24,327 24,082 23,836

全体 L 18,155 17,973 17,792 17,610

事務所 L 6,320 6,257 6,194 6,130

現場 L 11,835 11,717 11,598 11,480

③軽油使用量の削減 全体 L 2,127 2,106 2,084 2,063

２．廃棄物排出用の削減

① 一般廃棄物排出量の削減 事務所 Kg 4,490 4,445 4,400 4,355

② 産業廃棄物のリサイクル率の向上 現場 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

３．総排水量の削減

水使用量の削減 全体 ㎥ 188 186 184 182

４．周辺環境に配慮した工事施工の提案 全体 件数 0 1 1 1

５．地域貢献活動への取組み 全体 回数 2 2 2 2

６．従業員への環境教育 全体 回数 2 2 2 2

備考 ：購入電力の二酸化炭素排出係数は「0.479kg-CO2/kWh（九州電力　2020年度実績）調整後排出係数」を使用した。（九州電力ホームページより）

：参考URL：https://www.kyuden.co.jp/environment_notice02.html

：その他燃料別排出係数は環境省より使用した。

：参考URL：https://www.env.go.jp/council/16pol-ear/y164-04/mat04.pdf

：事務所は本社及び松浦営業所を含む

② ガソリン使用量の削減

環境目標
サイト

区分
単　位

目　　　標

2021年度
2022年度

（1％削減）

2023年度

（２％削減）

2024年度

（３％削減）

堤　悠樹９．２０２３年度環境経営目標 2022/1/15 - 堤　浩範 堤　悠樹



１０．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果

並びに違反・訴訟等の有無

関係法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）

特定特殊自動車排ガスの規制等に関する法律（オフロード法）

騒音規制法、振動規制法

使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

浄化槽に関する法律（浄化槽法）

（１） 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果

　環境関連法規等の遵守状況は、環境管理責任者が確認・評価した結果、

違反はありませんでした。

（２） 環境関連法規等の違反・訴訟等の有無

　関係当局からの指摘、利害関係者からの訴訟はありませんでした。

１１．代表者による全体評価と見直しの結果

（１） 評　価

・環境経営目標の達成状況について

⇒ 当初計画した目標に対して達成できていない箇所が多かった。

特に電力使用と水の使用量が多くなった年であった。

節水と社内の機器類の更新を踏まえて検討したい。

・環境経営計画の達成状況について

⇒ 電力と水使用量については節電、節水を呼び掛ける

・法規制等の遵守状況について

⇒ 特に指摘はないので、問題ない。

・外部からの苦情状況について

⇒ 特に指摘はないので、問題ない。

エコアクションに取り組み４年が経過しました。

SDGｓも社会に浸透し、環境問題に対しても少しづつではありますが

従業員に浸透していると感じます。

ただ、目標設定に対して、電気・水の使用量については増加の傾向に

あるので、節電・節水と共に、機器の見直しも必要であると感じます。
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（２） 見直し

⇒ 内容としては見直しの必要はないと考えます。

⇒ 数値が大幅に上がっている箇所があり、新型コロナウイルスの影響もあるので

数値設定の変更が必要だと考えます。

⇒ 計画は立てているが、結果に伴っていないので、検討、もしくは再度徹底する

ようにしたい。

⇒ 特に変更は必要ないと考えるが、今後の状況を踏まえて対応していきたい。

・環境経営方針の変更の必要性の要否

・環境経営目標の変更の必要性の要否　

・環境経営計画の変更の必要性の要否　

・環境経営システムの変更の必要性の要否　
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